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１１ 経常収支比率の推移経常収支比率の推移 ～財政構造の硬直化が急速に進展～～財政構造の硬直化が急速に進展～

グラフ① 経常収支比率（財政の硬直度を見るための指標）の推移

岐阜県の財政状況
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（注）平成18年度までは、総務省「都道府県決算状況調」。平成19年度は決算見込額、平成20年度は当初予算からそれぞれ県独自推計。
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県債残高 県債の発行額

1,598

億円

２２ 県債の発行と県債残高の推移県債の発行と県債残高の推移 ～バブル崩壊後、県の借金は急増～～バブル崩壊後、県の借金は急増～

グラフ② 県債の発行状況と県債残高の推移
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（注）平成20年度は当初予算時の見込み。



３３ 公債費の推移公債費の推移 ～増加傾向が続く県の公債費（借金返し）～～増加傾向が続く県の公債費（借金返し）～

グラフ③ 公債費の推移
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４４ 基金残高の推移基金残高の推移 ～底をつきかけている基金（貯金）～～底をつきかけている基金（貯金）～

グラフ④ 基金残高の推移

バブル
崩壊 その他の基金：国の政策等に対応した特定の目的のためにしか使えない基金

億円
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財源対策活用基金：財源の不足を穴埋めとして使える基金

年度

（注）平成18年3月以降設置した基金を除く。

基金枯渇
の危機
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退職手当

社会保障関

億円

752億円

棒グラフ：人数

800人

(870)

５５ 今後増加する経費今後増加する経費 ～社会保障関係経費、退職手当は今後も増加～～社会保障関係経費、退職手当は今後も増加～

(1,026)

グラフ⑤ 社会保障関係経費、退職手当（退職者数）の推移（見込）
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職者の合計
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教員の大量退職

団塊世代の職員の
大量退職
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(283)

（注）退職手当（退職者数）：平成18年度までは決算額、平成19年度は決算見込額、平成20年度は当初予算額。平成21年度以降は一定の前提に基づき推計。
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(167)

社会保障関係経費：平成18年度までは最終予算額。平成19年度は決算見込額、平成20年度は当初予算額。平成21年度以降は一定の前提に基づき推計。

年度



健全段階健全段階
財政の早期財政の早期
健全化健全化

財政の再生財政の再生

６６ 現時点での財政見通し現時点での財政見通し

・今後１０年間、毎年４００億円程度の財源不足が発生

【参考：財政健全化法（H19.6月公布）】

・指標の整備と情報開示の
徹底

・自主的な改善努力により
財政の健全化

＊財政健全化計画の
策定

＜財政健全化団体＞

・国等の関与による確実な
再生

＊財政再生計画の策定
＊計画について国の同意が
ない場合は起債の制限

＜財政再生団体＞

３．７５％

２５％

５％

３５％

＜主な判断指標＞

・実質赤字比率

・実質公債費比率(H19:16.1%)

岐阜県の場合
→赤字額
約１５８億円

岐阜県の場合
→赤字額
約２１１億円


